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今、何が進行しているか！

日本の現状は？
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少子化による高度専門人材の枯渇



ZB：ゼッタバイト・・・（10の21乗）バイト
EB：エクサバイト・・・（10の18乗）バイト

出典：喜連川優「情報爆発のこれまでとこれから」,
電子情報通信学会誌,Vol.94,No8,2011

21世紀は情報爆発の世紀

情報量の爆発と
質の変化
• フラット化、
• 瞬時化、
• 玉石混合化

情報を知識体
系化する大学
の機能不全

学問体系の恒
常的革新

リーダー像の
変化と俯瞰的
視点の重要性4
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THE FUTURE OF EMPLOYMENT: HOW SUSCEPTIBLE ARE JOBS TO
COMPUTERISATION? C. B. Frey & M. A. Osborne 2013 University of Oxford

今後20年のICT化の影響で、米国にお
ける702ある職業のうち、およそ半分が
失われる可能性がある
コンピューターによって代替される仕事
680位 調達事務員
681位 パッケージング＆充填機械オペレーター
682位 銅版画工と彫刻師
683位 受付、レジ係
684位 スポーツの審判
685位 保険鑑定士
686位 融資担当者
687位 オーダーを受けるスタッフ
688位 仲介スタッフ
689位 保険の集金者
690位 組み立てラインスタッフ
691位 データ入力者
692位 図書館技術者
693位 新規顧客アカウント作成スタッフ
694位 写真処理労働者及び加工機オペレーター
695位 税務申告者
696位 貨物の荷積みスタッフ及び代理店
697位 時計の修理工
698位 保険引受け業務
699位 数理技術者
700位 裁縫師
701位 タイトル審査・調査
702位 電話営業

ICT化・ロボット化による第2の産業革命



知識基盤社会に転換できていない日本

出典：「平成25年度学校基本調査（確定値）」（平成25年12月、文部科学省）、 「大学院教育と人的資本の生産性」 （平成23年12月、森川正之 経済産
業研究所、RIETI Discussion paper）、「平成19年度就業構造基本調査」（平成20年7月、総務省）、United States 労働省労働統計局
（ http://www.bls.gov/emp/ep_chart_001.htm）

大卒と大学院卒の賃金分布（H19) 学部卒の平均年収、572.6万円
大学院卒の平均年収、711.9万円

900万円以上＝大半は医学博士！
博士と修士の差は、データがない

37.5万人
大卒

5.6万人

修士

1.1万人

博士

平成24年度の就職者数

大卒

院卒
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知識基盤社会を支える

博士人材・ポスドクの現状
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入口：博士課程への進学にあたっての要因入口：博士課程への進学にあたっての要因

出典：内閣府「高度科学技術人材育成強化策検討のための基礎的調査」（平成22年３月）
出典：科学技術政策研究所「日本の理工系修士学生の進路決定に関
する意識調査」、調査資料-165、2009

博士課程へ進学しなかった理由について、
「将来への不安」を挙げる者が多い

博士進学を検討する際、進学を考えるた
めの重要な条件として、経済的支援の
拡充と民間企業による博士課程修了者
の雇用増加が多く選択されている
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出典：「我が国の博士課程修了者の進路動向調査」（平成21年3月、科学技術政策研究所）および、名古屋大学における推測を含む

博士課程
修了者

約15,000人

公的な
研究機関大学

医師等
約2,600名

16%
約2,400名

同大学
ポスドク

他大学
ポスドク

29%

約4,400名

企業・
リサーチ

約2,900名

企業・
ノンリサーチ
約1,050名

教員・
公務員 等
約180名

28%

その他
約1,500

名

博士後期課程修了直後の就職状況（2002-2006 年度修了者全体）

博士後期課程修了後、ポスドクに進むのは、約30％。
ほぼ同じ数の修了者が、産業界等にも就職している。
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出口：博士後期課程修了後のキャリアパス出口：博士後期課程修了後のキャリアパス
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若手層における任期なし教員ポストの減少
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出典：「平成19年度民間企業の研究活動に関する調査報告 」2009年1月 文部科学省 有効回答数：924社

「就職四季報2012年版、2015年版」 東洋経済新報社

「平成21～25年度大学等卒業予定者の就職内定状況調査」 厚生労働省

出口：博士人材の産業界へのキャリアパス
民間企業の研究開発者（経歴別）の採用実績【平成１５～１９年】

有名企業の博士後期課程修了者採用実績

633名 391名 307名

就職四季報に載っている
博士人材の採用実績

博士

大学生

32.4 33.7 35.6

大学生新卒就職者数

民間企業における博士人材の採用実績はまだ低い。

企業の新卒採用数に大きな変化がない中、四季報
に掲載されている企業6000社の博士採用は、2011
年を境に回復傾向
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博士号取得後、大学、公的研究機関の教授、准教授など
の研究主宰者（PI）を目指して、多様な研究に従事して研究能力を高め、自らのキャ
リアパスを見極める段階にある、任期付で雇用される若手の博士研究員。

（文部科学省 科学技術・学術政策局 人材政策課（ ７/18名古屋大学シンポジウム資料より））

国立大学法人

7,701人
50.6%

公立大学

324人
2.1%

私立大学

2,118人
13.9%

大学共同利用機関

623人
4.1%

研究開発法人

［独法］

4,079人
26.8%

国立試験研究機関

249人
1.6%

公設試験研究機関

126人

0.8%

【全体：15,220人】

大学

10,766人

70.7%

ポストドクターの総数は、15,220人（平成21年11月在籍者） 現在は、約 17,000人？
統計に出てこない無所属等の「シャドー（隠れ）ポスドク」を入れると、20,000人以上と言われている

出典：「ポストドクター等の雇用・進路に関する調査 －大学・公的研究機関への全数調査（2009年度実績）－ 」（平成23年12月、科学技術政策研究所）
「ポストドクター等の雇用状況・博士課程在籍者への経済的支援状況調査－2007年度・2008年度実績－」(平成22年4月、科学技術政策研究所)

29歳以下

25%

30～34歳

42%

35～39歳

20%

40歳

以上

13%

ポストドクの滞留・高齢化問題

在籍機関別ポストドクター在籍者数 年齢構成と年齢割合

平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年

35歳以上の割合 25.7 28.1 29.1 30.7 32.5

40歳以上の割合 9.3 10.3 10.4 12 13.1

0

10

20
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40%

(%)

ポスドクは年々
高齢化している

【全体：17,945人】

博士を一人育てるのに、税金が一億円かかっている！
2万人 × 一億円 ⇒ 二兆円の損失？（PNE vol.52,p1035）

ポスドクとは



2009年11
月在籍者

2013年1
月在籍者

出典：科学技術・学術政策研究所「ポストドクター等の雇用・進路に関する調査
－大学・公的研究機関への全数調査（2009年度実績、2012年度実績）－」

出典：グローバル化時代における我が国の責務としての研究基盤の抜
本的強化にむけて（提言）（2014年8月 学術研究懇談会）

博士課程への進学の敬遠とポスドクの高齢化博士課程への進学の敬遠とポスドクの高齢化

修士課程の学生が博士課程へ
の進学を敬遠する状況

34歳以下のポストドクター等の割合が男女共
に減少し高年齢化、高齢化は女性に顕著
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海外で留学・研究している女性は、男性
より多い。

14

女性研究者の海外流出とキャリアパス

海外在留邦人 約120万人のうち、留学・研究者（26万人）の滞在が多い地域である
北米（44万人中15万人）、西欧（18万人中5.6万人）、大洋州（9万人中3.6万人）では、
女性の割合が多い。

48.2

42.9

38.7

36.6

51.8

57.1

61.3

63.4

0 20 40 60 80 100

全世界

北米

西欧

大洋州

男性

女性

海外在留邦人の地域別男女比率 （H23年）

研究分野でも、海外での女性の活躍が
始まっている。

一方で、そのキャリアパスは不安定で
あり、はっきり捉えたデータはない。

出典：「海外在留邦人数調査統計（平成24, 25年）」（平成23年10月, 24年10月、外務省）
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大学と産業界の研究人材ミスマッチ

1万4千人：53万人
分野を越えれば吸収可能か！



第７期人材委員会提言 中間まとめ 概要

グローバル化の進展に伴い、優れた「高度
人材」の育成・確保が世界各国の国家的課
題。我が国最大の宝である「人」が持つ力
を高め、もって人々の生活に豊かさをもた
らす科学技術・学術を発展させていくこと
が重要。

１．はじめに

【課題】
・若手研究者が活躍する場の不足
・イノベーション創出のための流動性が
高い人材システムの構築の遅れ
・女性研究者、外国人研究者等の活躍
機会の不足
・研究推進人材（URA等）の育成不足

【基本的考え方】
年齢、性別、国籍を問わず、全ての人材
が、適切な競争環境の下、社会の様々な
場で活躍できるチャンスを与えられ、そ
れぞれの特質を最大限に発揮できるキャ
リアパスを実現し、社会におけるイノ
ベーションの担い手として貢献可能な社
会システムを構築することが必要

３．科学技術イノベーション人材育成の
基本的考え方と我が国が抱える課題

・超高齢社会
・人口減少社会

２．我が国を取り巻く環境の変化

・知識基盤社会の進
展

・オープンイノベーション
・インターネットの教育へ
の活用進展（MOOC）

● 知識の「伝達」から「創造」へ教育の重点移行
● 博士人材を始め、高度人材の獲得競争激化

（１）基本的方向性
・長期的かつ広い視点での社会の変化を念頭に置いた人材の育成・養成を図ることが求められる
・重点化すべき研究分野は急速に変化するため、セクター間の移動を容易にする環境と教育システムの構
築が必要

・大学等には、「社会的価値創出のための知的循環」の機能が求められる

（２）我が国の研究開発力強化のための人材育成の在り方
Ⅰ．「科学技術イノベーション人材」の育成のための環境整備

研究開発と人材育成の一体的推進 （プロジェクトのための任期付き研究者の増加と功罪）
人材育成に係る競争的資金と基盤的経費の果たす役割

（プロジェクト終了後の処遇について申請段階から配慮、基盤経費の弾力活用、両者の有効的な組合
せ）

大学・独立行政法人等改革との連携 （多様な人材の融合の場、ハブ機能の強化）
産学連携による人材育成の推進 （産学連携のための講座等の戦略的活用）
社会に対する研究者等の責任 （研究不正への取組強化）

Ⅱ．分野の特性に応じた施策及び機関横断的な取組の推進
・全体としては、これまでの取組により、部局単位では一定のシステム改革が進展している課題が多く、
今後は、これらの先進的な取組を機関全体や我が国全体に展開していく段階にあると評価できる。
・ただし、理工医などの各分野によって、取組の進展状況や課題が異なることも明らかになっており、今
後は、各分野の状況に応じた、きめ細かい人材育成施策を推進していくことが望まれる。

４．今後の施策の方向性

（主な指摘）
・民間企業における博士号取得者の採用割合については、化学

系では比較的高いが、サービス業などが低い
・ポストドクターはライフサイエンス分野に多く、特に、女性のポス

トドクターがライフサイエンス分野に多い
・博士号取得者数と民間企業における博士号取得者の採用人数

との間の需給ギャップが存在
・テニュアトラック制については、中小規模大学での活用は進んで

いるが、大規模大学における活用が遅れている
・女性研究者については、企業等の割合が特に少なく、大学等に

おいては工学分野が少ない
・研究推進のための環境整備については、ＵＲＡの育成に加え

て、技術支援者の育成・確保が必要

【研究開発者採用企業数の割合の経年変化】

資料：科学技術・学術政策研究所「民間企業の研究活動
に関する調査報告2010,2011,2012,2013」NISTEP REPORT 
No.149,152,155等を基に文部科学省作成
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イ．女性研究者が活躍できる環境の整備

・女性研究者養成システム改革加速 ・女性研究者研究活動支
援

（研究現場の環境整備）
・国は、研究環境のダイバーシティに関する目標・計画を掲

げ、優れた取組を実施する大学・研究機関を支援していく
ことが求められる。

（担い手の裾野の拡大）
・次代を担う女性の科学技術人材を育成していくことや、学

び直しの推進を進めていく必要。

・科学技術イノベーションを創出していくには、多種多
様な人材の参画が不可欠であり、女性の参画の一層の推
進も求められている。
・我が国の女性研究者の割合は年々高まる傾向にある
が、OECD諸国に比して低い状況にあり、かつ、分野に
よって偏りがある。
・各機関で上位職の女性研究者の割合が低い。

【主要先進国における女性研究者の割合】 〈出典〉
「総務省 科学技術研究調査報告」
（日本：平成25年時点）
「ＯＥＣＤ “Main Science and 
Technology Indicators ”」（英国：平
成22年時点、
フランス：平成22年時点、ドイツ：平
成21年時点、韓国：平成23年時点）
「NSF Science and Engineering 
Indicators 2006」（米国：平成15年時
点）

【大学教員における職名別女性割合】

平成２５年度学校
基本調査より文
部科学省作成

【第４期基本計画中の取組】

（指導的立場の女性研究者の活躍拡大）
・大学等は、優れた女性リーダーの積極的登用により、優れ

た研究成果を生み出せる研究環境を創出することが期待
される。

Ⅲ．個別課題の内容と今後の施策の方向性

・若手研究者を対象としたポストの割合が年々減
少。
・プロジェクト型経費等外部資金で雇われる場合
も多く、自らのアイデアに基づく独創的な研究が
実施しにくい。
・シニア段階（40代以降）における任期付き任用
は若手段階に比べると拡大していない「流動性の
世代間格差」。

・テニュアトラック事業

・博士号取得者のキャリアパスの多様化

・特別研究員事業 ・コンソーシアム構築

（若手研究者の育成・研究環境整備）
・ポストドクターは競争的資金等外部資金での雇用

が半数近くしめるため、雇用者の育成責任として、
研究機関が組織としてキャリア開発に取り組むべ
き。

・テニュアトラック制については、着実に活用が進ん
でおり、新規採用割合も11.5%(H22)から20.3％
(H25)と増加。今後、第４期基本計画の目標割合
(30%)を達成するためには、各機関・部局で実施す
る先進的な取組を他機関・部局にも展開していく必
要。

（研究者全体の流動性を促す仕組みの構築）
・年俸制の導入やクロスアポイントメント等の導入が

進められているが、「流動性の世代間格差」が存
在。

・複数機関で研究を行うシステムの構築を推進すべ
きである。その際、ポストドクターのキャリアパスの
多様化（特に、民間企業等への就職）も考慮に入
れた制度設計をすべき。

・シニア・中堅研究者のアジア地域の大学等への派
遣など国際的な流動性を高める取組を支援すべ
き。

（博士号取得者のキャリアパスの多様化）
・支援機関（28機関）のインターンシップ経験者

（1,580人）のうち、約半数（654人）が民間企業等へ
就職。加えて、サービス業就職が全体の約15％を
占めるなど多様化が進展。

・引き続き、中長期のインターンシップやワークプ
レースメント等を通じて、社会のニーズを把握する
取組を進めるべき。

（博士課程学生へのインセンティブ付与）
・特研事業などにより、約１割の博士課程

学生が生活費相当額を需給。２割達成
に向けて、引き続き、特別研究員制度
などのフェローシップ型の支援を強化。

・加えて、国立研究開発法人改革におい
て、博士課程を雇用する仕組みの導入
を検討。

【事業支援機関（57機関）の自然科学系新規採用教員の雇用形態
状況（任期なし教員とTT教員との割合）】

文部科学省調
べ

資料：文部科学省「学校教員統計調査」に基づきNISTEPにおい

て集計

【大学における年齢階層別任期制適用割合】

資料：科
学技術政
策研究所
「科学技
術人材に
関する調
査」
NISTEP 
REPORT 
No.123
（平成21
年３月）

【第４期基本計画中の取組】

ア．若手研究者の活躍支援と流動性の高い人材システムの構築
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エ．研究推進に係る人材の育成・確保

・研究者以外の研究推進に係る人材（研究推進
人材）については、研究者（特に大学教員）
の研究時間の減少が指摘されている中、重要
性は高まっているが、主要各国として比較し
ても不足。
・加えて、職務の内容や組織内での位置づけが
それぞれ異なっており、求められるスキルを
踏まえたキャリアパスの明確化が課題。

・各研究機関においては、研究者と協働できる
研究推進人材を高度専門職として位置づけ、
育成・確保。

・国としては、類型ごとに求められる知識やスキ
ルを明確にするため、スキル標準作成に対す
る支援等を行うべき。

・複数の機関が連携（コンソーシアム）して、研
究推進人材の育成・確保を図ることも必要。特
に、研究基盤を支える技術者については、大
学等が有する最先端研究設備を産学官で共
用するシステムなどを活用することも一案。

・リサーチアドミニトレーターの育成・確保

ウ．外国人研究者が活躍できる環境の整
備

・我が国における大学本務教員に占める外国人割
合は３～４％にとどまっており、また、高等教育
機関における留学生割合もOECD加盟国の平均を下
回っている。

・頭脳循環を加速する取組 ・外国人研究者の受入れ

・世界の第一線の研究者を招へいするための大胆
な研究環境整備を行っていくとともに、海外から
の招へい研究者と対等に議論し研究できる日本
国内の人材育成をあわせて進めていくことが求
められる。

・外国人留学生の住環境整備などを通じて、「留学
生30万人計画の実現」 を目指すことが期待され
る。

・留学生受入れ

資料：文部科学省「科学技術要覧」

【我が国における研究支援者数】

【第４期基本計画中の取組】

【第４期基本計画中の取組】

オ．初等中等教育段階における科学技
術イノベーション人材の育成

・児童生徒が知識・技能を実生活の場面に活用
する力に課題がある。また、先進的な理数教育
を担う高等学校において、研究に関する高度な
専門性を有する人材の確保が課題となってい
る。

・スーパーサイエンスハイスクール（ＳＳＨ）・グローバルサイエ
ンスキャンパス・理数教育のための総合的な支援

【第４期基本計画中の取組】

・学習指導要領の着実な実施により、自ら課題を
発見し解決する力、コミュニケーション能力、物
事を多様な観点から考察する力の育成に向け
た取組が進められているが、今後も、このよう
な取組をさらに進める必要がある。その際に
は、児童生徒による主体的な課題探求を支援
する資質の高い教員を育成することも必要で
ある。

○人材は我が国の宝である。人が持つ能力を最大限活かすことのできるよう、将来を見据えた長期にわたる取組を行うことが求められる本提言を次期科
学技術基本計画等に盛り込み、早急かつ確実な実施を求める。

○その際、これまでの取組を踏まえ、分野ごとのきめ細かい人材育成施策を通じ、限られたリソースを有効に活用する方策を検討すべきである。

終わりに
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問題の本質は何か、解決策はあるか（私見）
問題点
I. ICT化による知識基盤社会の到来と職業の変化、恒常的革新を迫られる学問体系
II. 少子化
III. 若い研究者が活躍できる研究者ポストの減少
IV. 日本社会の高度成長期モデルからの転換不全：

新卒一斉採用と企業内育成、生涯雇用
多様性、分野横断型リーダーの育成不全
イノベーション人材、アントレプレナーの需要

V. 博士人材の評価・給与の低さ
VI. 旧態然とした博士人材育成モデル：

大学院を重点化しても研究者予備軍の育成に終始
VII. 大学と企業のミスマッチ：バイオVS工学

出口の見えないポスドクキャリアパス

課題と対応策
I. 大学院の質保証：俯瞰的視点、強い意志と科学的判断力、専門性の高い人材の育

成
II. 博士号人材：2種のキャリアパス（傑出した研究者のキャリアパス＆企業人へのキャ

リアパス）を準備すべき
III. 企業人人材：研究インターンシップの導入
IV. 未来を見つめる、国境を越える：イノベーション人材、グローバル人材の育成
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リーディング大学院：
俯瞰的視点、強い意志と科学的判断力、

専門性の高い人材の育成
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教育に対する考えの大学と社会のミスマッチ



名古屋大学における若手人材の育成
博士課程教育リーディングプログラム

名古屋大学における若手人材の育成
博士課程教育リーディングプログラム
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体系的なコースワークと研究指導の有機的連携による一貫した学位プログラム
国際ネットワークの下で学生を切磋琢磨させる開かれた大学院教育を展開
企業や公的機関等と連携した教育を実施し、キャリアパスの確立を推進

PhDプロフェッショナル登龍門
-フロンティア・アジアの地平に立つリーダーの養成-

名古屋大学の試み
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起業家精神をアメリカで学ぶ:名大のコース



本プログラムの目的：
ウェルビーイング（個人の権利や自己実現が
保障され、身体的、精神的、社会的に良好な
状態にあること）の実現に資するグローバル
に活躍する女性リーダーを養成する

さまざまな発展段階にある多文化社会アジア
において解決すべき課題：
◆貧困問題
◆多様な健康問題
◆ジェンダー格差

食食

社会システム社会システム

環境環境

健康健康教育教育

「ウェルビーイングinアジア」実現のための
女性リーダー育成プログラム
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グローバルリーダー特別講義
第一線でグローバルに活躍する講師陣

ジェンダー理解力・俯瞰力

男女共同参画専門家、国際機関リーダー、

女性企業リーダーなどによるリーダーシップ講義

元環境庁長官・
清水嘉与子

元内閣府男女共同参画
局長 名取はにわ

外務省・総合外交政策局・
国際機関人事センター
室長 佐藤雅俊

国際協力機構（JICA)
人間開発部・部長
萱島信子

国連人口基金（UNFPA）
東京事務所・所長
佐崎淳子

国連児童基金（UNICEF）
東京事務所・代表
平林国彦

Litera Japan (株)

代表 西澤真理子

リコーITソリュー
ションズ・前取締役会長
執行役員 國井秀子

元ポッカコーポ
レーション会長
内藤由治

カンボジア王立農業
大学 講師
Pheng Vutha

ルンド大学男女共同参画
室長 Kajsa Wide’n

外国人教員・スタッフ

による特別講義

国連大学高等研究所・
副所長/シニア研究フェロー
Jose Puppim de Oliveira

フィリピン大学
看護学部長
Araceli O. Balabagno

アジア開発銀行（ADB）
Mongol Resident Mission 
Social Sector Officer
Altantuya Jigjidsuren

世界銀行・Senior 
Operations Officer
Lourdes N. Pagaran

政
府
機
関

国
際
機
関
・
協
力
機
関

民
間
企
業
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